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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９７－ＸＸ－０１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９８年３月３１日

　       日本格付研究所の組織改正について

◎格付部門における企画・調査機能の強化と国際部門の分離独立

　日本格付研究所は、本格的格付け時代の到来を迎え、格付部門の更なる機能強化を主な目的として、４月

１日から以下の組織改正を行います。

１. 組織改正

　　①格付企画部は、従来、格付基準を管理する総括管理室と非居住者審査を行う非居住者班により構成さ

　　　れていたが、非居住者班を独立させ国際格付部として機能強化を図る。

    ②新しい格付企画部は、総括管理室、金融格付室、商品企画担当を置き、格付機能・商品開発等の企画

　　　機能を強化する。

    ③国内マーケットの格付業務を行う格付部に、新たに業界調査・分析の担当を設け、調査機能の充実を

　　　図る。

２. 組織改正のねらい

　　①債権流動化商品・保険金支払能力等の格付ニーズ、格付対象の多様化に対応する機能的組織が必要と

　　　なった。

　　②個別企業の格付情報に加えて格付けの判断基準、業界に対する考え方等、幅広い情報発信を進めてい

　　　く体制作りが必要と判断した。

３. 今後の方針

　　①情報発信の活発化と格付対象先の拡大
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        格付けの普及・定着に伴い、利用者サイドからより広範な格付情報が求められていることから、上

　　　　記の業界調査・分析の意見発表を活発に行うと同時に、個別企業の格付け評価についても、主要企

　　　　業も含めて逐次発表していく。

    ②信用リスクの計量モデル

　　　当社では、９８年度上期末を目処に、個別企業の格付評価モデル・倒産確率モデルを開発中である。

      この計量モデルを活用することにより、格付けにおける定量分析の標準化を進め格付けプロセスの明

　　　確化を図ると同時に、財務格付け等商品ラインナップの拡充を目指す。

         

    ③新商品への対応力の強化

　　　ＡＢＳ等の債権流動化案件への取り組みを今まで以上に強化する一方で、新たに商品専担者を置き、

　　　不動産流動化案件等の新商品への対応力強化を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上


